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２ 【沿革】 

当社は、昭和53年10月に株式額面500円を50円に変更するため、その全株式を所有し、管理していまし

た休業中の東京�



  

 
  





事業の系統図は、次のとおりであります。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度の世界経済動向につきましては、原油価格高騰による材料・素材価格の上昇などの影

響で減速傾向が懸念されましたが、米国経済は、大統領選挙に伴う景気刺激を背景に底堅い成長を示し

ました。アジア経済においては、中国が引き続き高成長率を維持し、韓国や台湾におきましても、堅調



売上高は750億３千８百万円となりました。 

《コンピュータ・ネットワーク》 

コンピュータ・ネットワーク部門につきましては、SAN(Storage Area Network：外部記憶装置間

及び記憶装置とコンピュータの間を結ぶ高速なネットワーク)ソリ[タの欠R�。1





２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては、前連会計年度

分を変更後の区分に組替えて行っております。 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
  

 
(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 商品仕入実績 

当連結会計年度における商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 
  

 
(注) １ ｉ(ﾒ��%��(扠刺駿に鹸�!て�

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(=) 受注実績 

当連結会計年度におけも受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
  

 
(注) １ ｉ(ﾒ��%��(扠刺駿に鹸�!て�

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。   

(A) 販売実績 

当連結会計年度における販売実切,h��鵁,ﾈ,h*�.�,X*�.�-ﾈ+x� 
  

 
(注) １ ｉ(ﾒ��%��(扠刺駿に鹸�!ｆ��  





(4) 特定顧客への取引集中による影響 

当グループは、優れた最先端技術を搭載した製品及び顧客満足度の高いサービス体制を通じて、国内

の大手半導体メーカーを含む、世界中の主要な大手半導体メーカーとの取引拡大に成功してきました。

大手半導体メーカーの大規模設備投資のタイミ�0魔ﾉよﾁｵて牝э耄高� 特低な顧客な繩雌Iqな集中ｷ謔 





(5) 洗浄装置開発 







第３ 【設備の状況】 









(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

  

 
(注) １ 新株予約権の分割行使はできないものとします。(新株予約権１個を最低行使単位とします。) 







② 商法等改正整備法第19条第２項の規定により



(4) 【所有者別状況】 
平成17年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式2,529,672株は、「個人その他」欄に25,296単元、「単元未満株式の状況」欄に72株含まれておりま

a す。 
２ 「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が165単元含まれております。 

  
(5) 【大株主の状況】 

平成17年３月31日現在 

 
(注) １a証券取引法の「株券等の大量保有の状況に関する開示」制度に基づき、キャピタル・ガーディアン・トラス













⑤ 平成14年６月21日開催の第39期定時株主総会において、商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規





⑦ 平成16年６月22日開催の第41期定時株主総会において、商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき、株主以外の者に対し特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを決議いたしました。 �YEﾘﾗ+ﾜZｰ��ｷ金�敬/諄*�+xｾ�)I





⑨ 平成17年６月24日開催の第42期定時株主総会において、商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規





３ 【配当政策】 













(4) 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

当社は、更なる企業価値向上と経営の透明性向上の観点から、配当政策及び役員報酬制度に関して、

平成18年３月期から連結業績との連動性をより高める方式へ変更することを決定しました。 





１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成16年３月31日)

当連結会計年度
(平成17年３月31日)

区分 注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産







③ 【連結剰余金計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日a 

(自 平成65年４月１日a 
<級�v腹









  

 
  

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)









表示方法の変更 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(連結貸借対照表)

１ 前連結会計年度において独立掲記しておりました投



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成16年３月31日)

当連結会計年度
(平成17年３月31日)

※１ 国庫補助金等により有形固定資産

(土地)の取得価額から直接減額した額 
458百万円

※１          同左

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。

投資有価証健�ﾈ 2ｬ18百万榎ｑｼ衷o闔赴n2｠8百万榎 ※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、資

とおりであります。

ｑｼ衷o闔赴n6�8百万榎



(連結損益計算書関係) 
  







当連結会計年度(平成17年３月31日) 

１ x

１ x



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(1) 取引の内容

利用しているデリバティブ取引は、通貨関連の先物

為替予約取引であります。

(1) 取引の内容

同左

(2) 取引に対する取組方針







 
  

前連結会計年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

３ 退職�







なお、前連結会計年度のセグメント情報を、当連結会計年度において用いた事業区分の方法により区分す

ると次のようになります。 

  

前連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 

 
  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度につきましては、全セグメントの売上高の合計及び全セグメ

ントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セ







⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) １ 当期末残高欄の( )内数字は、１年以内の償還予定の金額であります。 

２ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。 
  

 
３ 第４回無担保新株引受権付社債の内容等は次のとおりであります。 

   

   

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高

(百万円)

当期末残高

(百万円)
利率(％) 担保 償還期限

当社 第７回無担保社債 平成11年７月23日 20,000 ― 年1.39 無担保 平成16年７月23日

















重要な会計方針 

  

 
  

前事業年度
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

憎怒ﾙ�ﾃ�Y�%�?｠







会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

   



















【引当金明細表】 

  

 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

ａ 流動資産 

① 現金及び預金 

  

 
(注) その他の預金の主な内訳は次のとおりであります。 

 
  

② 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 2

預金

当座預金 100,534

外貨預金 741

普通預金 8

その他の預金 147

預金計 101,433



(ロ)期日別内訳 

  

 
  

③ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれておりま

す。 

  

④ 商品 

  

 
  

期日 金額(百万円)

平成17年４月満期 461

 a〃a ５月満期 111

 a〃a ６月満期 35

 a〃a ７月満期 27

 a〃a ８月満期 224

 a〃a ９月満期 666

計 1,527







 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 













  
独立監査人の監査報告書 

 

平成17年６月24日

 

�  � 
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